
一般財団法人宮城県建築住宅センター

増改築等工事証明書（買取再販住宅の不動
産取得税等の減税）の申請方法について



増改築等工事証明書(買取再販住宅の不動産取得税
等の減税)の概要
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宅地建物取引業者が既存住宅を取得し、住宅性能の一定の向上を図るための
改修工事を行った後、住宅を個人の自己居住用住宅として譲渡する場合、宅
地建物取引業者による当該住宅の取得に課される不動産取得税が減額されま
す。
さらに、一定の場合（対象住宅が「安心Ｒ住宅」である場合又は既存住宅

売買瑕疵担保責任保険に加入する場合）、宅地建物取引業者による当該住宅
の敷地の用に供する土地の取得に課される不動産取得税が減額されます。
（適用期限:令和７年３月31日）

詳細：国土交通省HP
住宅：買取再販で扱われる住宅の取得に係る特例措置 -国土交通省 (mlit.go.jp)
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk2_000024.html

また、買取再販に係る消費者の負担を軽減し、消費者がより多くの選択肢か
ら良質な既存住宅を、より低価格で購入できるようにするための制度です。



増改築等工事証明書(買取再販住宅の不動産取得税
等の減税)の概要

要件を満たす買取再販住宅
で、令和４～５年に入居し
た取得者が住宅ローン減税
制度を利用するにあたり、
控除期間を１３年間、借入
限度額を3,000万円に拡充
できます。

増改築等工事証明書
（不動産取得税の軽減）
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対象となるリフォームの種類
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・当センターにおける主な申請は
第１号～第３号工事



対象となる要件

5

• 以下のすべての要件に該当しなければなりません。

・住宅の要件

・工事の要件

・その他の要件

・当センターで審査する事項

・増改築等工事証明書による証明
・土地部分に係る減額を受ける場
合の要件を満たすもの
（既存住宅売買瑕疵担保責任保険
への加入等）



住宅の要件

申請時に住宅を譲渡（売買）していなくても、次頁で紹介する
「工事の要件(対象工事額が300万円以上(税込))」を満たしている

場合は、申請いただくことができます。
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工事の要件

工事に要した費用の総額（第1号工事〜第7号工事に要した費用の総額）が、
300万円（税込）を超える場合工事の要件を満たしていると判断します。
※300万円未満（税込）の場合には、当該住宅の個人への売買価格の20%を
確認するため「売買契約書」の添付が必要になります。
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買取再販に係る不動産取得税の特例措置の手続きの流れ

当センターでは、証明書の「作成・
発行」を行っています。

また、証明者が建築士事務所に属す
る建築士の場合でも証明書が発行可

本証明書の特徴
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当センターへの申請方法
当センターは登録住宅性能評価機関として増改築等工事証明書の受付を行っています。
増改築等工事証明書のページから申請様式をダウンロードいただけます。
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必要な書類

上記の必要書類が整い次第に引受処理を行います。
耐震性を証明する書類(旧耐震等)について昭和57年1月1日以後に新築された住宅
（新耐震基準適合住宅）の場合は提出不要となります。
書類の提出については、「窓口」「郵送」「メール」のいずれかで申請を行うこ
とができます。メールアドレスについては eco@mkj.or.jpですのでお問い合わせ
いただきますようお願いします。
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申請フロー
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増改築等工事証明書を取得する流れ

※注意※
工事写真がない場合については、

現地調査もあります。
工事写真がない場合は手数料も
加算しますのでご注意ください。



金額（税込）工事写真の提出

23,100 円有

34,100 円無

割引額（税込）利用

▲3,300 円有

●基本手数料

●同時利用割引

当センターで、既存住宅瑕疵保険、フラット３５中古住宅、建物状況
調査（インスペクション）のいずれかの申請を行った住宅の場合

申請手数料

※工事写真がない場合は現地調査を行います。遠方調査になる場合は、
基本手数料に遠方調査加算額が発生する場合がございます。
遠方調査加算額については当センターの申請手数料をご確認ください。
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Q1.不動産取得税の軽減を受けたいが、どこから証明書を入手すればよいか分からないので教えてほしい
A.まず始めに対象となる要件に適しているかの可否をご確認ください。
建築士事務所が証明書を発行しない場合、証明を第三者へ委託したい場合は、当センターへお申し込みください。

Q2.センターへ申請できる物件及びその規模を教えてほしい
A.宅地建物取引業者が個人に譲渡する戸建住宅または共同住宅の住戸を対象としています。規模については、
50m²以上240m²以下の住宅で登記事項証明書に記載された各階数の床面積の和（マンションの場合は専有
部分の床面積）とします。※建物の構造については、問いません。

Q3.第1号工事と第2号工事の違いは何ですか?
A.第1号工事は主に戸建て住宅が対象、第2号工事はマンション等の区分所有部分が対象です。

Q4.登記事項証明書について、 「登記情報提供サービス」を利用したものでも良いか?
A.登記情報提供サービスで表示された登記情報を印刷したもので代用しても良い。

 Q5.工事中の物件を申請してもよいか?
A.工事中の物件については申請を引き受けることができません。工事完了後に必要書類が整い次第、申請するよう

お願いします。

よくあるお問い合わせ
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